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○

印紙税の課税標準と消費税

Q ●
● 印紙税の課税標準は、消費税額を含め

た金額となるのでしょか。それとも、除いた

金額となるのでしょうか。

ヱヘ：印紙税法上、請負契約書や領収書等の

課税文書に消費税額が具体的に記載されてい

る場合、消費税額を除いた金額が課税標準と

なります。

しかし、消費税の額自体が具体的に記載さ

れていない領収書等については、消費税額を

含めた金額が印紙税の課税対象となります。

例えば、領収書に「商品売上代金」として

100万円、これに係る「消費税額」として

3万円が記載されている場合は、100万円

が印紙税の課税標準となりますが、「商品売

上代金103万円、うち消費税3％」や「商

品売上代金103万円、消費税込み」といっ

たケースの場合は、103万円が印紙税の課

税標準となるわけです。

なお、消費税額が領収書に具体的に記載さ

れていない場合であっても、別途「内訳書」

を添付し、商品売上代金と消費税額を表示し

ているような場合は、領収書と内訳書が一体

となっているかどうかにより違うてきます。

，領収書と内訳書がホチキスで留められ、さ
らにそれぞれの書類に割印があれば、一体の

書類として、消費税額を除いた金額が課税標

準とされるでしょうが、領収書と内訳書が全

く別々の文書で作成されているような場合は、

消費税額込みの金額が課税標準とされます。
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